
様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 7年 2月 1日 

所 属 名 企画財政部課税課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
柏市若柴字入谷津１番１９５ 

株式会社 ディー・エス・ケイ 

業 務 の 名 称 申告会場用機器等賃貸借業務（長期継続契約） 

委 託 場 所 野田市企画財政部課税課指定場所 

委 託 期 間 令和 7年 2月 1日から令和 12年 1月 31日まで 

契 約 金 額 389,840円（税込） 

委 託 の 概 要 

確定申告期間中の市主催作成会会場等で使用するパソコン機器 14台、プリンター機器 6台等

の賃貸借をするもの。パソコン機器等は、住民税賦課時のバックアップ、他課が所得照会を行

う際や他業務への貸出用として使用する。なお、申告期間外については、プリンター機器等は

課税課内に配置して使用する。 

随 意 契 約 の 理 由 

今回調達する機器等は全て確定申告会場やそれに付随する賦課業務で使用するものであり、

総合行政システムを提供している株式会社ディー・エス・ケイと契約することで、住民税賦課

業務で使用している個人住民税システムと申告受付システムを機器類に附加することができ

る。また、ネットワークや機器類のトラブルが発生した場合に、迅速な対応ができるととも

に、責任の所在が明確となることに加え、セキュリティ対策についても安全性を高く保つこと

ができる。さらに、令和７年１月６日以降に行われる申告では、専用回線（LGWAN回線等）を

利用するため、e-TAX同様、厳格な安全対策を図る必要があることから競争入札には適さない

と判断し、LGWAN回線を利用して国税連携及び審査システムの運用業務における eLTAXサポー

ト事業者である内申業者と随意契約したもの。 

 

 



様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 7年 2月 4日 

所 属 名 
自然経済推進部みどりと水の

まちづくり課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
野田市蕃昌 24の 1 

株式会社横川造園土木 

業 務 の 名 称 三ツ堀里山自然園枯木伐採業務委託（その２） 

委 託 場 所 野田市三ツ堀字小橋地先 

委 託 期 間 令和 7年 2月 5日 から令和 7年 2月 28日 

契 約 金 額 3,795,000円（税込） 

委 託 の 概 要 

枯枝処理 5本 

枯木伐採 18本 

枯枝点検 一式 

随 意 契 約 の 理 由 

当該業務は、三ツ堀里山自然園において大型の枯枝落下が相次いでおり、来園者の安全確保の

ため早急に枯木を伐採する必要があり、内申業者は、当該箇所の除草業務を毎年担当している

ため現場を熟知しており、工期の短縮に加え、業務の円滑な実施を確保するうえで有利になる

ため。 

  



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 7年 2月 20日 

所 属 名 企画財政部企画調整課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
東京都葛飾区立石七丁目９番１０号 

株式会社タカラトミーアーツ 

業 務 の 名 称 まめバスチョロＱ製作委託業務 

委 託 場 所 野田市企画財政部企画調整課指定場所 

委 託 期 間 令和 7年 2月 21日 から 令和 8年 1月 31日 

契 約 金 額 8,701,000円（税込） 

委 託 の 概 要 市制施行７５周年記念事業として、まめバスを模したオリジナルチョロＱを製作するもの。 

随 意 契 約 の 理 由 
まめバスを模したチョロＱの製作であり、株式会社タカラトミーアーツのみ製作可能である

ため。 

 



 

 

様式６（随意契約） 

随 意 契 約 に つ い て 

 

公表年月日 令和 7年 2月 21日 

所 属 名 企画財政部企画調整課 

 

契 約 業 者 名 ・ 住 所 
神奈川県横浜市西区高島 2-19-12スカイビル 

株式会社カルティブ 

業 務 の 名 称 地域課題解決に向けた総合支援サービス利用契約 

委 託 場 所 企画財政部企画調整課指定場所 

委 託 期 間 令和 7年 2月 22日 から 令和 7年 3月 31日 

契 約 金 額 寄附金額の 20％ 

委 託 の 概 要 

企業版ふるさと納税をはじめとする国の制度を活用した地域課題解決に向けた支援を受ける

ため地域課題解決プラットフォーム「river」の提供及び当該プラットフォームを通じた企業

版ふるさと納税に係る寄附の意向がある企業の情報提供を受けるもの。 

随 意 契 約 の 理 由 
内申業者を通じて、企業版ふるさと納税に係る寄附企業の紹介があり、本寄付を受領するため

には内申業者と契約することが必須であるため。 

 


